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【エクゼクティブサマリ（中間）】 
 

１．本プロジェクトの基本的な考え方 

 2021 年 10 月に閣議決定された第 6 次エネルギー基本計画において、Ｓ＋３Ｅの視点のもと、

第一に「2050 年カーボンニュートラルおよび温室効果ガス排出削減目標の実現に向けたエネルギ

ー政策の道筋を示すこと」 

第二に「気候変動対策を進めながら、日本のエネルギー需給構造が抱える課題の克服に向け、安

全性の確保を大前提に安定供給の確保やエネルギーコストの低減に向けた取組を示すこと」が掲

げられ、2050 年を見据えて、2030 年の政策目標が示された。 

 2030 年の電源比率は、火力発電が 2019 年の 76%から 41%に大幅に減少している一方で、再生可

能エネルギー(以下、再エネ)による発電が 36～38%に高められ、再エネの主力電源化を進めてい

くことが明確に示された。 

この高い目標を達成するためには、火力発電が担っていた供給力、調整力および慣性力（に代

表されるアンシラリーサービス機能)を段階的に代替していく必要があること、更に変動性再エネ

の増加に伴い、供給側も変動するため需給調整の難易度が高まること、ピークシフト等の電力貯

蔵機能の拡充が必要となることなどが、主要な課題となる。 

これらの課題に対し、変動性再エネ大量導入の前提となっている既設揚水の活用、および再エ

ネの１つで安定電源である一般水力の供給力アップが望まれている。 

本プロジェクトは、それぞれの課題とその解決策を検討すると共に、社会実装に向けて「国プ

ロ」を立ち上げることを目的として 2 年計画で推進しているもので、本報告書は 2 年目の中間報

告である。 

 

２．揚水の課題と解決策の検討 

(1) 揚水の課題 

揚水は、揚水時のロスや運用コストの高さから、需要ピーク時などの利用に限られ、稼働率が

低く、採算性の確保が難しい。また、建設後 60 年経過する発電所は、2030 年に約 250 万 kW、2050

年には約 1750 万 kW にのぼり、採算性の問題で、廃止・休止の危険性が高まっている。 

一方、揚水は、変動性再エネの出力変動を平準化する蓄電機能と、CO2 を排出しない電源で大

規模な慣性力も有する、現時点で唯一の設備であり、既存設備の維持・機能強化のための採算性

改善、更には新規開発の可能性検討も必要性との議論がされ始めた。 

第6次エネルギー基本計画に示された2030年断面での変動性再エネの設備容量が導入された条

件で、設備・運用コストが最低となる電源構成・運用シミュレーションを実施した一例では、下

げ調整力のみを考慮した場合、揚水設備の約 85%を可変速化した方がコストは約 5 百億円/年低減

され、PV・風力の出力制御量も約 25 億 kWh/年削減できるという結果が得られている。 

 

(2) 解決策の検討 

蓄電設備として最も有力視されている蓄電池との比較により、長所と短所を整理し、長所の更
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なる伸長と短所の改善を開発ポイントとして捉え、その効果と対価が得られる市場をまとめた。 

 

表 1.開発要素とその効果、対応市場 

 

 

この結果から、下げ調整力を有する可変速機への更新を目標とし、既設揚水の維持・機能向上

に寄与する可能性を高める策を以下①、②に整理した。 

① 表 1 に示す機能向上に資する開発要素の技術開発を行い、市場価値を高めることによって

採算性を改善すること 

② 総合評価手法を確立し、設備・運用コストの削減、変動性再エネの出力制御の削減、CO2

排出量の削減などの社会便益が高まることを示すこと 

 

３．一般水力の課題と解決策の検討 

(1) 一般水力の課題 

一般水力は、2012 年に施行された再生可能エネルギー固定価格買取制度(FIT 制度)により、30MW

未満の新設と老朽化した設備の一式更新が進み、FIT 前には 960 万 kW であった中小水力発電所の

設備容量は、2020 年までの認定量で約 40 万 kW 増加している。一方で、第 6 次エネルギー基本計

画では、2030 年までに更に 40 万 kW 増やし、1040 万 kW にすることが目標とされている。また、

発電電力量は、2030 年での目標値は 980 億 kWh と、至近 10 年の平均値(819 億 kWh)に対して約 160

億 Wh の増加が求められている。 

 

(2) 解決策の検討 

第 6 次エネルギー基本計画や、再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検 TF にて施策が検

討されているが、それらを含めて整理した。その結果、設備容量の増加、および発電電力量の増

加に寄与する可能性として以下 4点を整理した。 

① ポテンシャルの有効活用 

1) 設備の一式更新：出力が大きな発電所の更新を促進する。 

2) 未利用水の活用＋AI の活用：無効放流のあるダムと連系しているダム・発電所を調査し、

発電電力量の増加が可能か調査する。 
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② 農業用水の活用促進：農業地域に賦存する小水力等再生可能エネルギーの活用促進 

③ ハイブリッド発電の推進：水力＋水素、水力＋水上 PV のハイブリッド化推進 

 

４．産業競争力強化のための提言および施策 

上記の課題および解決策の検討を踏まえ、提言として以下を整理した。 

 

(1) 揚水 

① 既設揚水の維持・機能強化策として、既設揚水の可変速化を目標に、揚水の機能向上開発お

よび、それらの価値を総合評価する手法の開発を推進することを提案する。 

② 既に下げ調整力や慣性力、電圧維持機能に対する議論を進めて頂いているが、将来の電力系

統に必要な機能を、公平で適切に評価する仕組みづくりが重要と考える。 

 

(2) 一般水力 

① ポテンシャルの有効利用 

1) 発電利用ダムの発電未利用水を、その下流の発電用ダムと連携して無駄なく発電に利用する

ことができるかのポテンシャル検討、またポテンシャルが認められた場合、AI を活用するなど、

その無効放流を有効に利用する手法の立案を提案する。 

2)既設発電所において、出力の大きな設備の更新が促進される仕組みづくりが重要と考える。 

② 農業生産における化石エネルギー消費において、水力を含む再エネ電源化していくための技

術開発や仕組みづくりが重要と考える。 

③ ハイブリッド発電による蓄エネ、調整力の確保や、グリーン水素製造を推進する仕組みづく

りが重要と考える。 

 

これらに対し、関連省庁殿には、ご意見を頂くと共に、提案に対しての資金面での援助、仕組

みづくりに対しては、制度面でのご支援をご検討頂きたい。 

 

５．今後の活動 

 本プロジェクトは 2 年間の計画で検討を進めている 2 年目の活動であり、関連省庁からご意見

を頂き、残りの期間で提言や施策を具体化していく。 
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【本 文】 
 

１．プロジェクトの背景と目的 

 

2021年10月に閣議決定された第6次エネルギー基本計画[1]において、Ｓ＋３Ｅの視点のもと、

第一に「2050 年カーボンニュートラルおよび温室効果ガス排出削減目標の実現に向けたエネルギ

ー政策の道筋を示すこと」、 

第二に「気候変動対策を進めながら、日本のエネルギー需給構造が抱える課題の克服に向け、安

全性の確保を大前提に安定供給の確保やエネルギーコストの低減に向けた取組を示すこと」が掲

げられ、2050 年を見据えて、2030 年の政策目標が示された。 

 2030 年の電源比率は、火力発電が 2019 年の 76%から 41%に大幅に減少している一方で、再生可

能エネルギー(以下再エネ)による発電が 18%から 36～38%に高められ、再エネの主力電源化を進め

ていくことが明確に示された。 

これにより、火力発電が担っていた供給力、調整力および慣性力(に代表されるアンシラリーサ

ービス機能)を段階的に代替していく必要があること、更に変動性再エネの増加に伴い、需要側に

加えて供給側も変動するため需給調整の難易度が高まること、ピークシフト等の電力貯蔵機能の

拡充が必要となることなどが、主要な課題となる。 

これらの課題に対し、一般水力と揚水のそれぞれに対して出来得る対策を、技術・システムと

制度・規制の 2 面で検討する。対策の実現、社会実装に向け、実証プロジェクトや合理的評価手

法に関する国プロ等の立案や、規制・制度に関しては、OCCTO 等での議論も参考に、可能であれ

ば、提言を検討していくことを目的とする。 

本プロジェクトは 2 年間の計画で推進し、本報告書は 2年目の中間報告である。 
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２．実現すべき目標とベンチマーク 

 

２．１ 実現すべき目標  

2050 年 カーボンニュートラル実現に向けた 2030 年の政策目標達成のために、一般水力およ

び揚水それぞれに出来得る対策検討とその実現のための実証または定量的評価の具体策（国プロ

等）の立案、および OCCTO 等での議論も参考に規制・制度に対する提言の検討。 

 

２．２ 2030 年の政策目標達成の課題 

火力発電が担っていた供給力、調整力および慣性力を段階的に代替していく必要があること。 

変動性再エネの増加に伴い、供給側も変動するため需給調整の難易度が高まり、調整力が必要

になること。 

変動性再エネの増加に伴い、再エネ出力制御の低減化や再エネ余剰電力をシフトする電力貯蔵

機能の拡充が必要となること。 

 

２．３ ベンチマーク  

欧州議会で揚水発電システムの活用促進が提案され、賛成多数で可決された。また、EU が助成

金を捻出し、スイス連邦工科大学ローザンヌ校（EPFL）が中心となって、電力会社、メーカー、

研究機関やコン サルタントなど 19 の団体、企業が集まり、「XFLEX HYDRO Project」を 2019 年

から 4 年計画で実施している。[2] このプロジェクトは、文字通り、水力(HYDRO)の柔軟性

（FLEXibility）を増強（eXtend）しようというものであり、同期慣性力、仮想慣性力、高速周波

数応答、1 次調整力、2 次調整力、3 次調整力、電圧制御、ブラックスタートの機能が 7 か所の水

力発電プラントで分担して実証されている（図 2.3-1）。 

 

 

図 2.3-1 XFLEX アンシラリーサービスマトリクス（T：タービン、P：揚水）[2] 
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３．揚水の課題と解決策の検討 

 

３．１ 揚水の課題と改善期待効果 

再生可能エネルギー市場及び政策に関する IEA の見解では、変動性再エネの導入拡大には、再

エネ導入段階ごとに系統の柔軟性を高める包括的アプローチとして発電設備、系統、需要、電力

貯蔵設備の各領域での対策が必要とされている。このうち、貯蔵設備の対策として、既存揚水の

利活用促進が第一に上げられている[3]。揚水は、電力貯蔵設備として供給力（kWh）、発電容量（kW）、

調整力（ΔkW）を供出することに加え、慣性力、電圧調整機能等を有しており、カーボンニュー

トラル実現に向けて重要な役割を担っている。 

また、国内で再エネ比率が 50%に達した時に必要な電力貯蔵設備容量の計算をされた一例[4]で

は 870GWh(8.7 億 kWh)と試算されており、現状の想定では電力貯蔵設備が大幅に不足することが

想定されていることから、足元では既存の揚水を最大限活用していくことが必要となる。 

揚水の活用状況では、従来はピーク負荷対応や即応性の高さから需給逼迫時等に対応する電源

として使用されることが多かったが、近年では太陽光発電の余剰分の吸収や、電圧維持のための

調相運転に使用されることで再エネ出力制御の回避に繋がり、再エネの普及拡大に大きく貢献し

ている。特に変動性再エネの導入量が多い地域でこの傾向が顕著になっている。 

 また、可変速機は、揚水運転時でも調整力として活用できることから、同一地域で見た場合、

定速機と比較して稼働率が高くなっている。 

しかしながら、それでも日本における揚水の設備利用率は、図 3.1-1 の地域間で比較した揚水

の設備容量と利用率が示すように 2020 年時点で 4.6%(注 1)と、世界の主要国では 4～15%とされて

いる[5]中で、低い値に留まっている。なお、揚水の設備利用率は、発電 7 時間、揚水 10 時間の

ダム容量で、緊急事態対応に備えて池容量の全量を使うことはなく池容量の 8割の運用を想定し

た場合、7/24×0.8＝ 0.23 (23%)となる。 

 

 

図 3.1-1 揚水の地域毎の設備容量 
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総合エネルギー調査会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会の資料

[6]で、揚水は「稼働率が低く採算性の確保が難しい発電方式」とされる一方、「再エネの自然変

動性を平準化する蓄電機能と CO2 を排出しない慣性力を大規模に有するのは現時点で揚水のみで

あり、その維持・機能強化を図るためには、採算性の向上が優先的な課題」とされている。また、

「採算性向上には、収入機会の拡大、効率性の向上及びコストの削減の 2 つの側面があり、それ

ぞれの観点から今後の対応策を深堀していく」とされている。 

 また、再エネの出力制御見通しの算定に関し、総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エ

ネルギー分科会 新エネルギー小委員会／電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会 の

資料[7]で、揚水式水力・需給調整用蓄電池は、再エネの余剰電力吸収のため最大限活用の考え方

が記されている。出力制御見通しの算定方法では、揚水式水力は再エネ余剰時に揚水運転を行い、

再エネ受入れのために最大限活用し、以下の 3 点を考慮するとされている。 

 １．kW：再エネの出力に対して、揚水運転が対応可能か 

 ２．kWh：揚水可能量が、余剰再エネ量に対して十分か 

 ３．週間運用：揚水した水を、夜間等に放水（揚水発電）が可能か 

 

これは、再エネ導入拡大に向けて、揚水式水力の、揚水の貯蔵設備の容量(kW)、吸収力(kWh）、

調整力（タイムシフト）が重要との視点が示されていると考えられる。 

 

このように変動性再エネの導入拡大に伴い、可変速機を含めた揚水は、調整力や電力貯蔵設備

として果たすべき役割は大きくなるため、揚水が保有する機能の定量的整理により、強化あるい

は付加すべき機能の洗い出しと、揚水に関する規制や制度の検討状況を確認し、揚水の設備利用

率を向上させる機能面や制度面での施策案を検討する。 

  

なお、文献[8]では、最適電源構成モデルを用いた 2030 年における揚水の活用度が評価されて

おり、連系線を用いた地域間融通を行うことで揚水の設備利用率が増加し、これにより再エネの

出力制御の低減に繋がり、再エネを有効活用できることが確認されている。更に固定速揚水を可

変速揚水に設備更新することを想定すると、揚水の設備利用率の向上、および再エネの有効活用

が一層進むことが確認されている。 

 

(注 1）設備利用率：年間発電電力量(MWh)／設備容量(MW)／8760(h) 

2020 年度（2021 年 3 月）の経済産業省資源エネルギー庁「統計表一覧」を基に算出した値。揚水

運転は含まれていないので、揚水発電所の場合小さめの数字になる。 

 

３．２ 揚水の機能拡充施策 

  前年度に整理した揚水の機能評価表について、揚水の特徴を定量的に確認し、維持・強化すべき機

能の検討に資するよう記載内容の更新、追加を検討した。 

 揚水の機能評価表は、揚水の有用性、競争力、投資価値があることや、さらに同じ電力貯蔵装
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置である系統用蓄電池との棲み分けについて確認できる必要がある。よって、機能評価表の項目

については、系統運用面から見た機能等を国内外文献から洗い出し、その内容を可能な限り定量

的に表現できるように調査することで更新を行った。更新した機能評価表を参照し、揚水の制御、

運用において強化すべき機能、系統用蓄電池と棲み分ける機能等を確認する。 

 

３．２．１ 着目する揚水機能 

 国内外の文献から揚水の着目すべき機能を調査整理する。表 3.2-1 は電気学会の技術調査書に

記載された、揚水について、系統運用者から見た電力設備の運用限界として見る項目[9]を作表し

たものである。運転可能出力として最大、最小出力や起動停止の発電、揚水切替え等の項目があ

る。 

  

表 3.2-1 揚水発電の系統運用限界等で確認する項目（[9]から作表） 

 

 

 海外文献として 2 件、表 3.2-2[10]と表 3.2-3[11]を参照した。 

表 3.2－2 の出典元は、International Forum on Pumped Storage Hydropower Policy and Market 

Frameworks Working Group がまとめた資料である。揚水とリチウムイオン電池、鉛電池、レドッ

クスフロー電池、圧縮空気貯蔵、水素貯蔵を対象に、揚水のみ 1000MW/10hr、蓄電池他は 100MW/10hr

として、技術成熟度、慣性力、無効電力制御、ブラックスタート、総合効率、起動時間、サイク

ル寿命、カレンダ寿命、2020 年コスト、2030 年推定コスト（一部は DOE 資料を参照している）が

記載されている。 

 表 3.2-3 の出典元は、IDB：Inter-American Development Bank がまとめた資料である。揚水の

他、リチウムイオン電池、鉛電池、NaS 電池、フロー電池、溶融塩電池、水素貯蔵、圧縮空気貯

蔵について、定格出力、貯蔵継続時間、充電深度、サイクル寿命、充電密度、効率、出力応答特

性（一部は IRENA 資料を参照している）で比較されている。 

表 3.2-2 と表 3.2-3 の揚水に関する各機能の数値には極端な相違はなくほぼ同等と見なせる。 
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表 3.2-2 電力貯蔵装置の比較[10] 

 

 

表 3.2-3 電力貯蔵装置の比較[11] 

 

 

国内で実証された系統用定置蓄電池の貯蔵時間は表 3.2-4[12]を参照する。 

容量は 15MW から 50MW で、リチウムイオン電池は貯蔵時間 1 時間、容量性電池であるレドック

スフロー電池や NaS 電池は 4 時間から 6 時間であることが確認できる。なお、電力・ガス基本政

策小委員会制度検討作業部会において制度設計が進められている長期脱炭素電源オークションに

おいては、出力１万 kW（放電可能時間 3 時間以上）が蓄電池の最低入札容量になることが検討さ



9 
 

れており、今後、大型蓄電池の貯蔵時間は、3時間以上が一般的な要件になるものと思われる。 

 

表 3.2-4 系統用定置蓄電池の容量、貯蔵時間[12] 

 

 

 

３．２．２ 揚水の貯蔵継続時間 

 国内の揚水発電設備の貯蔵継続時間に関する公開情報がないため、容量 200MW 以上の設備につ

いて、貯蔵継続時間を公開情報から簡易的に計算した。簡易計算式は、電気事業便覧[13]とダム

便覧[14]の情報を基に以下のようにした。 

（簡易計算式） 揚水の貯蔵継続時間 ＝ （①有効貯水容量）／（②使用水量） 

  ①：ダム便覧に記載された揚水設備上ダムの”有効貯水容量” 

②：電気事業便覧に記載された揚水発電所一覧表内の“使用水量” 

   

なお、計算条件として次の条件 1、2、3 を設定した。 

条件 1：上ダムを複数の揚水発電所で共用する、奥清津と奥清津第二、奥矢作第一と奥矢作第

二の上ダム有効貯水容量は、発電所数で等分分担とする。 

条件 2：計画時の発電機数となっていない、神流川と葛野川は、使用水量を計画時の発電機数

に換算した使用水量とする。 

条件 3: 混合揚水は上ダムへの流入水が無いものとする。 

  

 簡易計算結果を表 3.2-5 に示す。 

 発電以外の用途（灌漑用水、工業用水など）による影響や、ダム運用制約等を考慮しない簡易計算

であるが、出力 200MW 以上で最短 3 時間から数 10 時間程度となった。なお、純揚水のみで見た場

合、平均時間 7.9 時間、最小 5.5 時間、最大 14.2 時間の貯蔵継続時間である。機能評価表では、

純揚水のみで見た場合の貯蔵継続時間を記載する。 
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表 3.2-5 国内揚水(200MW 以上)の簡易計算による貯蔵継続時間 

名称 上ダム ダム⽬的(*1) 河川利⽤分類 有効貯⽔容量[13] 貯蔵継続時間（簡易計算） 出⼒[12]
奥多々良⽊ ⿊川ダム WIP 純揚⽔ 21,360千/m3 594m3/s 2,138,400m3/h 10.0時間 1,932MW
奥美濃 上⼤須ダム P 純揚⽔ 9,000千/m3 375m3/s 1,350,000m3/h 6.7時間 1,500MW
新⾼瀬川 七倉ダム P 混合揚⽔ 16,200千/m3 644m3/s 2,318,400m3/h 7.0時間 1,280MW
⼤河内 太⽥（第1~第5)ダム P 純揚⽔ 8,660千/m3 382m3/s 1,375,200m3/h 6.3時間 1,280MW
奥吉野 瀬⼾ダム P 純揚⽔ 12,500千/m3 288m3/s 1,036,800m3/h 12.1時間 1,206MW
俣野川 ⼟⽤ダム P 純揚⽔ 6,700千/m3 300m3/s 1,080,000m3/h 6.2時間 1,200MW
⼩丸川 ⼤瀬内ダム P 純揚⽔ 5,600千/m3 222m3/s 799,200m3/h 7.0時間 1,200MW
⽟原 ⽟原ダム P 純揚⽔ 13,000千/m3 276m3/s 993,600m3/h 13.1時間 1,200MW
葛野川 上⽇川ダム P 純揚⽔ 8,300千/m3 280m3/s 1,008,000m3/h 8.2時間 1,200MW
新豊根 新豊根ダム FP 混合揚⽔ 40,400千/m3 645m3/s 2,322,000m3/h 17.4時間 1,125MW
今市 栗⼭ダム P 純揚⽔ 6,200千/m3 240m3/s 864,000m3/h 7.2時間 1,050MW
下郷 ⼤内ダム P 純揚⽔ 16,000千/m3 314m3/s 1,130,400m3/h 14.2時間 1,000MW
奥清津 カッサダム P 純揚⽔ 5,700千/m3 260m3/s 936,000m3/h 6.1時間 1,000MW
神流川 南相⽊ダム P 純揚⽔ 12,670千/m3 510m3/s 1,836,000m3/h 6.9時間 940MW
塩原 ⼋汐ダム P 純揚⽔ 7,600千/m3 324m3/s 1,166,400m3/h 6.5時間 900MW
奥⽮作第⼆ ⿊⽥ダム P 純揚⽔ 5,050千/m3 234m3/s 842,400m3/h 6.0時間 780MW
沼原 沼原ダム P 純揚⽔ 4,220千/m3 173m3/s 621,000m3/h 6.8時間 675MW
安曇 奈川渡ダム P 混合揚⽔ 94,000千/m3 540m3/s 1,944,000m3/h 48.4時間 623MW
南原 明神ダム P 純揚⽔ 5,220千/m3 254m3/s 914,400m3/h 5.7時間 620MW
本川 稲村ダム P 純揚⽔ 5,100千/m3 140m3/s 504,000m3/h 10.1時間 615MW
天⼭ 天⼭ダム P 純揚⽔ 3,000千/m3 140m3/s 504,000m3/h 6.0時間 600MW
奥清津第⼆ カッサダム P 純揚⽔ 5,700千/m3 154m3/s 554,400m3/h 10.3時間 600MW
⼤平 内⾕ダム P 純揚⽔ 3,960千/m3 124m3/s 446,400m3/h 8.9時間 500MW
喜撰⼭ 喜撰⼭ダム P 純揚⽔ 5,326千/m3 248m3/s 892,800m3/h 6.0時間 466MW
第⼆沼沢 沼原湖 不明 250m3/s 900,000m3/h データ不⾜ 460MW
京極 上部調整池 不明 191m3/s 685,800m3/h データ不⾜ 400MW
池原 池原ダム P 混合揚⽔ 220,083千/m3 342m3/s 1,231,200m3/h 178.8時間 350MW
⾼根第⼀ ⾼根第１ダム P 混合揚⽔ 34,013千/m3 300m3/s 1,080,000m3/h 31.5時間 340MW
奥⽮作第⼀ ⿊⽥ダム P 純揚⽔ 5,050千/m3 234m3/s 842,400m3/h 6.0時間 323MW
新成⽻川 新成⽻川ダム IP 混合揚⽔ 80,500千/m3 424m3/s 1,526,400m3/h 52.7時間 303MW
⾺瀬川第⼀ 岩屋ダム FAWIP 混合揚⽔ 150,000千/m3 355m3/s 1,278,000m3/h 117.4時間 288MW
城⼭ 本沢ダム P 純揚⽔ 3,835千/m3 192m3/s 691,200m3/h 5.5時間 250MW
⽔殿 ⽔殿ダム P 混合揚⽔ 4,000千/m3 360m3/s 1,296,000m3/h 3.1時間 245MW
⽮⽊沢 ⽮⽊沢ダム FNAWP 混合揚⽔ 175,800千/m3 300m3/s 1,080,000m3/h 162.8時間 240MW
⻑野 九頭⻯ダム FP 混合揚⽔ 223,000千/m3 266m3/s 957,600m3/h 232.9時間 220MW
新冠 新冠ダム P 混合揚⽔ 117,000千/m3 234m3/s 842,400m3/h 138.9時間 200MW
⾼⾒ ⾼⾒ダム FP 混合揚⽔ 149,000千/m3 230m3/s 828,000m3/h 180.0時間 200MW

使⽤⽔量[12]

 

*ダム目的の記号凡例：F：洪水調節、農地防災、N：不特定用水、河川維持用水、A：かんがい用水、W：上水道

用水、I：工業用水、P：発電、S：消流雪用水、R：レクリエーション 

 

３．２．３ 揚水の機能評価表 

3.2.1 と 3.2.2 で調査、計算した機能項目および数値を参照して更新した揚水の機能評価表を

表 3.2-6 に示す。揚水の比較対象は系統用定置蓄電池とした。 

 

揚水は系統用蓄電池と共存していくと考えられるが、 

揚水の、蓄電池と比較した、長所は 

 ・ 数 1000MW クラスと大容量で、貯蔵継続時間は最長 14 時間程度と長時間である 

 ・ サイクル寿命やカレンダ寿命（60 年程度）が長い 

 ・ 調整力に関わる出力応答性は蓄電池とほぼ同等である 

 ・ ブラックスタートや電圧調整（無効電力調整）に対応できる 

 ・ 蓄電池に比して建設コスト低い（ただし蓄電池コストは年々低下している） 

であり、揚水の短所は、 

 ・ 総合効率が蓄電池に比して 5から 10%程度低く、ポンプ水車の効率向上が望まれる 

 ・ 固定速揚水の揚水運転時は出力一定であり調整力を持たず、可変速化が望まれる 

 ・ 可変速揚水は慣性力機能を持たず、制御による疑似慣性機能が望まれる 
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 ・ 可変速揚水ではブラックスタート対応ができないため、揚水の可変速化が進んだ際に備えて

可変速機のブラックスタート機能の開発が必要となる 

 ・ 出力や貯蔵継続時間の増加、拡大による、さらなる、蓄電池との棲み分け分担 

 ・ 建設期間の短期間化が望まれる 

 

表 3.2-6 揚水の機能評価表 

*建設コストの内、揚水 kW 単価と蓄電池の kwh 単価は[15]を、揚水の kWh 単価は[16]を参照 

 

 

この揚水の短所について、その機能や関連技術の開発と社会実装を進めることが望まれる。 

設備・運用コストが最小となる電源構成・運用シミュレーションを実施した一例[8]を、図 3.2-1

に示す。図 3.2-1 は、第 6 次エネルギー基本計画に示された 2030 年の PV、風力を導入した電源

構成において、全国大で系統運用を行う条件で、コスト最小となる設備構成を解析した結果であ

る。CaseA に対し、CaseB は定速機を可変速化改造可能とした条件を付加したもので、揚水設備の

約 85%を可変速化することで、コストは 1%（約 5 百億円/年）低減し、設備・運用コストを最小化

する結果となっている。また、PV、風力の出力制御量は約 25 億ｋWh/年の低減効果が示されてい

る。なお、このシミュレーション解析での可変速化の効果は下げ調整力のみであるが、これらの

結果は揚水の可変速化がもたらす便益の一例を示すものと考えられる。これらの数値の詳細評価

と併せ、可変速化により揚水が失う機能について、可変速化と併せた機能の強化施策も必要であ

る。 
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(a)2030 年コスト最小設備容量       (b)PV、風力の出力制御量 

図 3.2-1 電源構成・運用シミュレーション結果（一例） 

 

 

３．３ 揚水に関連する制度 

総合エネルギー調査会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会の資料

[6]にて示された 2025 年度の揚水発電における収入と費用(図 3.3-1)によると、可変速純揚水は

固定費 100 に対して容量市場収入は約 20 で、残り固定費 80 は市場回収が必要とされている。固

定速純揚水は固定費 100 に対して容量市場収入は約 30 で、ブラックスタート機能公募に採択され

ない場合は、固定費 70 について市場回収が必要とされている。 

 同資料の中では、採算性向上等に向けた検討課題例として、収入拡大として下げ調整力の商品

化の検討、需給調整市場における固定速揚水の参加機会の拡大可能性の検討等が挙げられている。 

 

 

図 3.3-1 2025 年度の揚水発電における収入と費用[6] 

 

CaseAに比較しCaseBの出力制御量は年間約25億

kWh 削減 

CaseA に比較し CaseB は可変速機が揚水全体の 

約 85%となる 
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図 3.3-2 需給調整市場の商品区分[17] 

 

需給調整市場では、図 3.3-2 に示す一次調整力から三次調整力②までの 5 つが商品化されてお

り、2021 年度に三次調整力②を 3エリア広域運用でスタートし、2024 年度から 5商品が全国大で

市場取引される。また、経済産業省 電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合では、2020

年度冬季の需給ひっ迫を踏まえた検討の中で、揚水のポンプアップ実施主体が検討されている

[18]。現状のポンプアップ実施主体者は、エリアにより、一般送配電事業者または調整力提供者

である。2024 年度以降、調整力の調達は、エリアごとに調達を行う調整力公募が終了し、全国大

で調達を行う需給調整市場のみとなることから、ポンプアップ実施主体は一般送配電事業者また

は調整力提供者の一方に定められる予定である。さらに、需給ひっ迫時の一般送配電事業者の関

わり方やその際のインバラスの扱い（精算方法）も議論されている。 

このような市場動向と制度等検討のなかで、現状の系統運用においても揚水は活用されており、

表 3.2-6 の揚水の機能評価表に記した揚水が保有する機能によって電力の安定供給へ貢献してい

るため、揚水の採算性向上には現在商品化されていない電力貯蔵、下げ調整力、無効電力（電圧

調整）、慣性力等の商品化の検討が望まれる。 

 

 

４．一般水力の課題と解決策の検討 

 

４．１ 一般水力の課題と改善期待効果 

第 6 次エネルギー基本計画[1]では、水力発電での発電電力量を、近年 10 年の平均値から約 160

億 kWh 増大させている。この内訳は、中小水力の設備容量増加(0.7GW(70 万 kW))で約 35 億 kWh、

更なる新規開発による容量増加と既存発電の有効活用により約 80 億 kWh、更なる野心的水準の施
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策強化分として 50 億 kWh 程度が積算されている。 

 一方、内閣府「第 17 回 再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース」[19]

において、第 6 次エネルギー基本計画の数値目標を達成するための施策とロードマップが提示さ

れており、2030 年までに約 5.6 億 kWh の水力に関する施策が記載されている。 

また、第 5 次包蔵水力調査等のポテンシャル調査においては、新しく設置できる発電所は大き

いものは少なく、また奥地となるため建設コストが高く、大幅な出力増加は見込めない結果とな

っている。 

 本章では、一般水力の発電電力量増加やハイブリッド発電等の可能性を検討する上でのポテン

シャルと施策案および関連する規制や制度をまとめる。 

 

 

４．２ 一般水力の拡大施策 

４．２．１ 拡大ポテンシャル調査 

(1)  発電未利用ダムの活用 

発電所が設置されていないダムは国内に 2700 箇所以上あり、その利活用の可能性を、H26 年から

R3 年にかけて新エネルギー財団(NEF)が調査した結果を表 4.2-1 に示す。 

この結果から、未利用ダムに新設発電所を建設する条件では、大きなポテンシャルは望めない

ことがわかる。 

 

表 4.2-1 発電未利用ダムの活用可能性検討結果 

  

 対象ダムは、ダム年鑑から抽出。農業ダム、上水道ダム、工業用水ダムは、堤高 20m 以上、

流域面積 10km2以上 

 ポテンシャル算出は、設備利用率が 60%に相当する流量の新設発電所を建設する条件で実施 

  

(2)  発電利用ダムの発電未利用水の活用 

発電に利用されている多目的ダムは 291 箇所あり、そのうち比較的大きく、情報が一般公開さ

れているダム 161 箇所を抽出し、全ての無効放流を発電に利用できたと仮定して発電電力量を概

算したところ、約 26 億 kWh の発電電力量が得られることが分かった。 

その中で発電に使用されていない無効放流が平均で 10m3/s 以上あるダム発電電力量を抽出し、
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表 4.2-2 にまとめた。 

 

 

表 4.2-2 無効放流量の多いダム 

 

 

 

このうち、藤原ダムにおいて、その下流にあるダム・発電所でこの放流水を活用できると仮定

した場合、藤原発電所のみの約 4倍の発電電力量が得られる計算となった。 

無効放流が、全て発電に利用できる訳ではないが、現在、各方面で検討されている気象予測 AI

の活用、ダムの嵩上げ等によって貯水量を増やすことにより、より多くの無効放流を発電に利用

できるようにすれば、発電電力量を増やす可能性はあると考えられる。 

 

(3) 既存発電所の更新 

再生可能エネルギー固定価格買取制度（FIT 制度)が導入された 2012 年以降、新設と共に、老朽化

した既設の一式更新が多数行われてきた。老朽化更新では、既設に比べて最高効率が向上することに

よる設備容量の向上、部分負荷を含めた効率が向上することによる発電電力量の向上が期待できる。 

図 4.2-1 に示す通り、FIT 導入前の設備容量は 960 万 kW であったが、2021 年 6 月の時点での新

設を含めた設備容量の増加分は、導入量として 20 万 kW、認定量として 40 万 kW 増で、この間の既設

更新設備容量は、導入量として 60 万 kW、認定量として 120 万 kW となっている。これは、大型設備ま

で含めた設備容量 2260 万 kW のうち、僅か 5.3%にすぎない。 

水力発電所は、運転開始から 60 年以上経過している設備も多く、一式更新については、今後も一定

程度の需要があるものと考えられる。 

2030 年の目標値は 1040 万 kW とされており、2021 年 6 月の認定量に比べても、更に 40 万 kW 増

やす必要がある。FIT 導入以降の設備更新と設備容量増加の割合を考えても、2030 年にこの値を目指

すためには、より出力の大きい発電所の更新を優先的に進めていく必要があるものと考えられる。 
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図 4.2-1.中小水力発電の FIT 認定量・導入量 

 

(4) AI 活用によるダム運用高度化 

気象予報と AI を活用し、ダムへの流入量を予測し、防災に役立てる取り組みが各所で行われている。

同様の技術を、(2)に示した無効放流の有効活用と組合せることにより、発電電力量が増大するような効

率的な発電計画に活用可能と考えられる。 

 

(5) 治水・利水機能の強化（ダム嵩上げ・堆砂対策） 

気候変動に伴い、激甚化、頻発化する水災害への適応策として、治水機能の強化が期待できるダム

については、放流設備の改造等のダム再開発を進めることが有効との考え方があり、その際に水力発

電の増強も考慮する検討が行われようとしている。 

対策としては、ダムの嵩上げにより、治水容量と発電用途の利水容量を増やす策や、堆砂対策を実

施することにより、発電専用の利水の一部を治水容量としても活用する策が挙げられている。 

今後、これらによって発電電力量がどの程度増加可能か確認していく必要がある。 

 

４．２．２ 農業での水力活用 

農業分野では、農林水産省が策定した「みどりの食料システム戦略」[20]で、2050 年のカーボ

ンニュートラル実現に向けて、農林漁業の健全な発展に資する形で、我が国の再生可能エネルギ

ーの導入拡大に歩調を合わせた農山漁村における再生可能エネルギーの導入、が目指されている。 

また、農林水産省「農業水利施設（国営造成土地改良施設等）を活用した小水力発電導入に係る
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調査結果」[21]に示された平成 25 年度までの導入可能性調査の結果を積み上げると、農村地域に

よる小水力の発電ポテンシャルは約 7000 万 kWh（0.7 億 kWh）が見込まれる。農業用水の一層の

活用促進により発電電力量がどの程度増加可能か確認していく必要がある。 

揚水機場とため池やファームボンド（農業用水供給のために設置された調整水槽）を活用し、

農村での発電電力に余剰がある時に揚水を行うことで、発電電力を無駄にしない策や、ため池等

に PV を設置し、その余剰分を活用して揚水をすることも考えられる。 

 

 

図 4.2-2 揚水機場とため池を活用した揚水発電システム例 

 

更に、農村全体で使用する熱や動力を含め、農業におけるエネルギーの需給バランスを考慮し

た総合マネジメントシステム(VEMS)の開発が今後進展すると考えられる。そのような中でも、安

定電源となりうる水力、更にはため池等を電力調整設備として活用する揚水の利活用促進が重要

な位置づけを占めるものと考えられる。 

 

４．２．３  ハイブリッド発電 

(1) 水力発電によるグリーン水素 

社会全体でカーボンニュートラルを達成するためには、燃料やエネルギーキャリアとして活用

できる水素の存在は不可欠と考えられる。化学・鉄鋼・運輸業界等で化石燃料の代替として期待

され、発電分野ではカーボンフリー電源を生み出すと共にアンモニア合成との併用で既設火力の

CO2排出量削減にも貢献できる。 

国内でグリーン水素を製造するための大きな課題はコストである。海外から輸入する水素の目

標価格は、2030 年で 30 円/Nm3、2050 年には 20 円/Nm3 とされており、水電解による水素製造に

5kWh/Nm3 の電力が必要であることを考えると、競争力を確保することは困難である。 

一方、大型アルカリ水電解装置は、15%程度～100%の範囲で入力を調整させることができる。こ

の機能と、安定電源である水力とを組合せることにより、グリーン水素を製造しながら、85%程度

の下げ調整力を確保することができる。 

一般水力にも下げ調整力を持たせることができれば、安定電源という商品に加え、今後、PV や
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風力が増えてくる中で、貴重な調整力の機能も担うことができ、運用の幅が広がると考えられる。 

また、送電線の建設が難しい水力発電所の開発地点に水電解装置を併設することによって、水素

に蓄えてエネルギーを輸送することも可能となる。既に実証はされているが、促進に向け環境面

でのインセンティブとともに調整力確保や電源開発を見据えた新たな制度設計が必要と考える。 

 

(2) 水力発電＋水上 PV 

水上 PV のポテンシャルは、今後、環境省でも検討が予定されているが、2014 年に NEDO が発表

した「再生可能エネルギー白書第 2 版」[22]では、水面の 10%にパネルを設置できるものとして

約 39GW と試算されている(図 4.2-3)。 

これは、耕作地を除くとポテンシャルが 1 番多く、今後 PV の導入の拡大を図る上で、重要な設

置場所となってくることが考えられる。 

一方、台風、積雪、豪雨など自然事象による被害が少なからず発生しており、太陽光発電設備

の安全性に対する地域の懸念が高まっているため、「水上設置型太陽光発電システムの設計・施工

ガイドライン」が 2021 年に策定された[23]。 

海外では、水力発電と水上 PV のハイブリッド発電も始まっており、変電設備や送電線の共通化

が可能となるなどの設備面や、PV の安定電源化を図ることができるなどの効果が期待できる。 

 

 

 

図 4.2-3 建物以外の PV 導入ポテンシャル 
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５．産業競争力強化のための提言 

本 PJ では、2050 年カーボンニュートラル実現に向けた 2030 年の政策目標達成のために、一般

水力および揚水それぞれに出来得る対策検討とその実現のための実証または定量的評価の具体策

（国プロ等）の立案と、OCCTO 等での議論も参考に、規制・制度に対する提言の検討を進めてい

る。 

これまでの検討での揚水および一般水力の産業競争力強化のための施策、提言（案）を示す。 

関係省庁におかれては、これらの内容にご意見をお願いすると共に、ご支援をお願いしたい。 

 

５．１ 揚水の施策、提言（案） 

 再エネ導入拡大時の再エネ出力制御の低減および調整力やアンシラリーサービスの供給による

電力安定供給への寄与と、緊急時の電源としても、揚水の高出力かつ大容量、長時間の電力貯蔵

や特性を最大限活用して維持、拡大強化していくために、技術面と規制・制度面での施策・提言

（案）を検討中である。以下に技術面と規制・制度面の施策・提言（案）をまとめる。 

 

５．１．１ 揚水の技術面の施策・提言（案） 

 既設揚水の維持・機能向上策として、下げ調整力を有する可変速機への更新と、揚水の機能向

上、それらの社会的便益の評価を目標に、施策①と施策②を立案した。 

 

施策①：揚水の市場価値を高める機能の開発 

蓄電設備として最も有力視されている蓄電池との比較により、長所と短所を整理し、長所の更

なる伸長と短所の改善を開発ポイントとして捉え、その効果と対価が得られる市場を表 5.1-1 に

まとめた。揚水の市場価値を高め採算改善に資する機能として表 5.1-1 に示す開発要素の技術開

発および社会実装を提案する。 

 

表 5.1-1 揚水発電システムの開発要素

 

 

施策②：揚水の社会的便益の総合評価手法の開発 
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 下げ調整力を有する可変速機への更新や、施策①で開発する機能の社会的便益を評価できるよ

うに、揚水の供給力、調整力(三次調整力相当)、予備力の他、短時間の調整力(一次、二次調整力

相当）や慣性力等を含めた価値を総合的に評価する手法を開発する。具体的には、OCCTO のマス

タープランに即して 2050 年電源系統構成、需要を想定し、電源計画を最適化問題として解くシミ

ュレーションをベース技術として、電力貯蔵の長時間と調整力等の短時間の評価を併せて行える

手法を開発し、開発評価手法による、設備・運用コストの削減、変動性再エネの出力制御の削減、

CO2 排出量の削減などの社会便益の評価の実施を提案する。 

 

５．１．２ 揚水の規制・制度面の施策・提言（案） 

 エネ庁 総合エネルギー調査会では揚水の採算性の改善等を課題ととらえ、採算性向上等に向け

た検討課題例が示されている。また、経済産業省 電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会

合では、2020 年度冬季の需給ひっ迫を踏まえた検討の中で、揚水のポンプアップ実施主体が検討

されている[18]。現状のポンプアップ実施主体者は、一般送配電事業者または調整力提供者であ

り、エリアごとで統一されていない。2024 年度以降、調整力の調達は、エリアごとに調達を行う

調整力公募が終了し、全国大で調達を行う需給調整市場のみとなることから、ポンプアップ実施

主体は一般送配電事業者または調整力提供者の一方に定められる予定である。また、市場で取り

扱う商品も一次調整力から三次調整力②まで、全ての商品が取引可能となり、揚水の取引機会の

拡大が期待される。 

 このように電力市場の整備が進むとともに、国レベルで揚水に関係する制度・規制の検討が行

われている。このため、関係機関に対して必要となる情報提供を行うとともに、揚水の採算性改

善を目的に、需給調整市場等で取引商品としての扱いがない、電力貯蔵、下げ調整力、無効電力

（電圧調整）、慣性力等の各価値の評価法やその商品化について検討し、必要に応じて提言を行う

よう進めていく。 

 

 

５．２ 一般水力の施策、提言（案） 

再エネの１つである水力発電による発電電力量の増大と、水力を起点としたハイブリッド発電の利活

用促進のために、技術面と規制・制度面での施策・提言（案）を検討中である。以下に技術面と規制・制

度面の施策・提言（案）をまとめる。 

 

５．２．１ 一般水力の技術面の施策・提言（案） 

ダムに発電所が設置されている場合でも、発電に利用されずに無効放流されている場合がある。その

無効放流されている水を発電所を通じて流すことができれば、発電電力量を増加させることができる。ま

た、その発電所の下流にダム・発電所が連なっている場合、下流の発電所でも有効活用することができ

れば、更に発電電力量を増やすことができる。そのような余地が無いか、ダムや発電所の接続や無効放

流の理由を確認しつつ、ポテンシャル調査を行うことを提案する。もし有効性が確認できれば、気象予測

AI の活用、ダムの嵩上げ等によって貯水量を増やすことにより、無効放流を有効に利用する方法の立
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案を行うことを提案する。 

 

５．２．２ 一般水力の規制・制度面の施策・提言（案） 

経済産業省におかれては、再エネ固定価格買取制度（FIT 制度）やフィードインプレミアム制度（FIP

制度）により、水力を含む再エネの導入拡大や、新エネルギー財団による「水力発電の開発・導入のた

めの賦存量調査事業」でのポテンシャル調査などへの支援を頂いていること、国土交通省におかれては、

「ハイブリッドダム（仮称）構想」において、治水と発電用利水の相互使用を検討されていること、農林水

産省におかれては「みどりの食料システム戦略」により、水力を含む再エネの導入拡充を目指されてい

ることなど、多方面で水力への支援、ポテンシャル調査が行われていることは確認できた。 

一方で、2050 年カーボンニュートラル、2030 年温室効果ガス 46％削減という高い目標に対して、再

エネの１つで、安定電源である水力発電の利活用を更に促進するためは、制度や仕組みづくりも大切と

考える。 

 

(1) 老朽化した既設発電所の一式更新は、FIT 制度により飛躍的に増加したが、それでも一般水力の設

備容量に占める割合は約 5.3%と非常に少ない。2030 年に向け、発電電力量を増やすためには、大

型設備の更新を促進することが効果的と考えられるため、容量に関係無く、効率向上が可能な老朽

化設備を一式更新することにインセンティブが働くような施策が重要と考える。 

(2) 農業生産における化石エネルギー消費において、水力を含む再エネ電源化していくための技術開発

や仕組みづくりが重要と考える。 

(3) ハイブリッド発電による蓄エネや下げ調整力、グリーン水素製造を推進する仕組みづくりが重要と考

える。 
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６．今後の活動について 

2 年間の活動期間の最終期にあたり、関係省庁から助言を頂いたものを反映しながら、制度・

規制等提言および技術施策のまとめを行う。 

特に、揚水においては、採算性改善に必要な技術開発、規制・制度の在り方を、一般水力にお

いては、発電電力量の増加に資する調査、技術開発、規制・制度の在り方の検討を進めていく。 

 

 

22 年度活動スケジュール 
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